


























































































出所； Mark Morje Howard and Phillip G. Roessler, “Liberalizing Electoral Outcomes in 
Competitive Authoritarian Regimes,” American Journal of Political Science, Vol. 50, No. 2, 







































　一方でゲリマンは、ペレストロイカ末期 1989 年から 91 年における選挙の

































　そのような中、2011 年選挙で統一ロシア党の得票率が 5 割を切った。こ
れは、その後の大規模街頭行動勃発とあわせてプーチン政権にとっては晴天
の霹靂というべきものであった。したがって 2016 年下院選挙における政権




拙稿「ロシア国政選挙 2007-2008…」、表 1、19-20 頁も参照。
大統領 エリツィン エリツィン エリツィン プーチン プーチン メドヴェージェフ
中央選挙委員長 リャボフ リャボフ ヴェシニャコフ ｳﾞｪｼﾆｬｺﾌ チウロフ チウロフ
投票日 1993/12/12 1995/12/17 1999/12/19 2003/12/7 2007/12/2 2011/12/10
有権者総数 1億0617万835 1億0749万6558 1億0807万2348 1億0890万6244 1億0914万5517 1億0923万7780
投票総数 5375万1696 6920万4819 6666万7647 6063万3179 6953万7065 6565万6526
投票率 54.80% 64.38% 61.69% 55.67% 63.71% 60.10%
参加政党数 13 政党 43 政党 28 政党 23 政党 11 政党 7 政党
議席獲得政党数 8 政党 4 政党 6 政党 4 政党 4 政党 4 政党
阻止条項 5% 5% 5% 5% 7% 7%
 1 位　　政党名 ロシア自由民主党 ロシア連邦共産党 ロシア連邦共産党 統一ロシア党 統一ロシア党 統一ロシア党
　　　　得票率 22.92% 22.30% 24.29% 37.57% 64.30% 49.32%
　　　比例議席 59 99 67 120 315 238
 2 位　　政党名 ロシアの選択 ロシア自由民主党 統一 ロシア連邦共産党 ロシア連邦共産党 ロシア連邦共産党
　　　　得票率 15.51% 11.18% 23.32% 12.61% 11.57% 19.19%
　　　比例議席 40 50 64 40 57 92
 3 位　　政党名 ロシア連邦共産党 我らが家ロシア 祖国全ロシア ロシア自由民主党 ロシア自由民主党 正義ロシア党
　　　　得票率 12.40% 10.13% 13.33% 11.45% 8.14% 13.24%
　　　比例議席 32 45 37 36 40 64
 4 位　　政党名 ロシアの女性 ヤブロコ 右派勢力連合 ロージナ (国民愛国連合） 正義ロシア党 ロシア自由民主党
　　　　得票率 8.13% 6.89% 8.52% 9.02% 7.74% 11.67%
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いては本稿では取り上げない）。
（2）混合選挙制度への回帰



















　そしてプーチンは翌 13 年 3 月、メドヴェージェフ法案を取り下げ、新
たな選挙法修正案を提示した 24）。この法案はその後一年近くの修正議論を
経て、2014 年 2 月にようやく採択された。2003 年以前と同様に、議員定数
450 の半数を比例区で、半数を一人区で選出する「混合選挙制度」を基幹と




















議会審議を経て、法律で 10 年間固定するものとされていた 28）。また選挙区
は地方（連邦構成主体）をまたがることなく、各選挙区有権者数がほぼ均等
になるように編成されねばならなかった（ただし、有権者の少ない地方にも




万人以上となっている 29）。各地方の選挙区数は表 3 の通りである。
　この関連で大きな問題とされたのは、行政区分上のまとまりを無視した、
変則的な選挙区が多く編成されたことである。具体的には州都をはじめとす
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表 3　各地方の選挙区数
出 所；2015 年 11 月 3 日 付 下 院 選 挙 一 人 区 割 り 法（N300-FZ）［Ob utverzhdenii 
skhemy odonomandatnykh izbiratel’  nykh okrugov dlya provedeniya vyborov deputatov 
Gosudarstvennoi Dumy Federal’  nogo Sobraniya Rossiiskoi Federatsii; http://pravo.gov.
ru/proxy/ips/?docbody=&nd=102381338&intelsearch=300-%F4%E7（閲覧 16/10/12）］。
選挙区数 構成主体数 合計選挙区数 具体地方名
15 1 15 モスクワ市
11 1 11 モスクワ州
8 2 16 サンクトペテルブルグ市、クラスノダール地方
7 2 14 ロストフ州、スヴェルドロフスク州
6 2 12 バシコルトスタン共和国、タタールスタン共和国
5 3 15 ニジェゴロド州、サマラ州、ニジェゴロド州
4 10 40 アルタイ地方、クラスノヤルスク地方、ペルミ地方ほか
3 6 18 クリミア共和国、沿海地方、レニングラード州ほか
2 26 52 ウドムルト共和国、チゥバシ共和国、ザバイカル地方ほか


























は「政党」のみとなった（36 条第 1 項）34）。表 4 に明らかなように、プーチ
ン時代に登録政党数も選挙参加政党数も大きく減少した。
表 4　現在ロシアにおける政党数の推移
出所 ; 前掲（注 7）、 拙稿「ロシア国政選挙 2007-2008…」、19-20 頁。
選挙実施年 1993 1995 1999 2003 2007 2011 2016
登録政党数 35 67 ND 43 15 7 74
選挙参加政党数 13 43 26 23 11 7 14
比例議席獲得政党数 8 4 6 4 4 4
阻止条項 5% 5% 5% 5% 7% 7% 5%
　2001 年政党法により、政党は「1 万人以上の党員」、「半数を超える地方に
支部（党員数 100 人以上）」を擁する必要があった。この数字は、2004 年 12




数は 36 となり、07 年末には 15 政党までに減少した。2007 年下院選挙に参
加した 11 政党のうち、議席を獲得できなかった 7 政党は、得票率が 2% 未
満であったために、選挙期間中に無償で提供されたテレビ放映・新聞掲載の
費用を弁済することとなった。このため、ヤブロコ党とロシア愛国者党を
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のぞく 5 政党は自己解散の道を選んだ。メドヴェージェフは、大統領任期中
に、政党形成に必要な党員数を段階的に引き下げ、4.5 万（10 年 1 月 1 日）、
4 万（12 年 1 月 1 日）とした。だがこれにより新政党形成が促されることは
なかった。こうして2011年の下院選挙時点では、下院議席保持4政党と「ヤ
ブロコ党」「ロシア愛国者党」「右派事業」の 7 政党のみとなった 35）。
　この流れから見れば、上述の 2011 年 12 月大統領教書でのメドヴェージェ
フの主張②政党登録手続きの簡素化は、画期的な改正案であった 36）。この
法改正を受け 12 年秋の統一地方選挙では最多 27 政党、13 年秋には最多 54
政党、14 年秋には 69 政党と参加政党数がいっきに増加した。そして 2016























と 2011 年）から 5%（2003 年以前と同様）へと引き下げられた 44）。実はメ
ドヴェージェフは大統領就任直後から、阻止条項の緩和について何度も言及
していたが、2011 年 6 月 23 日、モスクワニュース編集部を訪れたさいに、
「7% は実際高すぎる。5% が現実的な敷居であろう。これでもなお高いよう
であれば 3% にしよう」と語り、翌日、5% への引き下げ法案を提出してい
た 45）。だがこれは目前の 2011 年選挙からではなく、2016 年以降を念頭にお
いたものであり、議会もその採択を急がなかった。
　現行選挙法はその法改正を引き継いだものである。もっとも現在のロシア









中央 地方（構成主体） 管区 地域 投票区
任期 5 年 5 年 選挙期間 5 年 選挙期間
定員 15 名 10名ないし 14名 各地方で決定 5 名ないし 14 名 3 名ないし 16 名














19 条）。選挙委員会は任期 5 年の 15 人の委員からなり、大統領、上院（連



















メチェフスク市地域選挙委員会では 100％（委員の 7 人中 7 人が行政府の影
響を受けている）、ロストフ州のネクリノフスカヤ地区地域選挙委員会では
95.45%（11 人中 10.5 名）、サンクトペテルブルグ市第五区地域選挙委員会で
は 93.75%（8 名中 7.5 名）が行政府関連人物によって占められていた。同報
2016 年ロシア議会選挙─競争的権威主義における競争と統制　　17




月に全員任期切れとなり、15 人中 9 人が交代となった。うち大統領任命の 5
名の中には、下院に議席を有しないヤブロコ党およびロシア愛国者党からそ
れぞれ 1 名を含んでいた。そして現委員長チウロフ（Vradimir Churov）の名前












るものであると評価された 52）。16 年 3 月 28 日新規選出の中央選挙委員会は
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つとして「独立的な選挙コントロール可能性の大幅の削減」をあげていた。
プーチン時代を通して一般市民による選挙監視機会は縮小したが、その傾向




　さらに、2014 年 11 月 24 日の法修正により、「外国エージェント」と指定
された民間団体は、候補者擁立を含めて、選挙活動に関わることを一切禁止
されることとなった。2015 年 7 月に公正選挙推進の NPO「ゴーロス」（す
でに「外国エージェント」として指定されていた）事務所と指導者宅が捜索















　1993 年の最初の選挙以降、ロシア下院選挙投票日は、いずれも 12 月で
あった。今回も当初は 2016 年 12 月第一日曜日（12 月 4 日）と予定されて
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いたが、法修正により、9 月第三日曜日（9 月 18 日）へと約 2 か月半の前倒















可能か尋ねることとした。憲法裁は 7 月 1 日、「例外的非常的」対応として、
周知期間を十分与える日程での、「一回限り」の前倒しは合憲とした 64）。
　この決定を受けて前倒し法案は、2015 年 7 月 3 日下院を、8 日上院を通過
し、14 日大統領署名を得て成立した。法案は 2016 年 9 月の第三日曜日を次
期下院選挙投票日と確定し、あわせてその選挙もしくは地方議会（または自
治体議会）選挙で選出されなかった現職下院議員への特権維持を規定して
いた。すなわち、12 月 4 日までの議員給与および手当の支給、保険および
年金継続加入、モスクワ市住宅利用継続を認めた 65）。これらの補償は、落
選議員のための「黄金のパラシュート」と呼ばれ、2016 年下院予算として 2
億 5300 万ルーブルが組み込まれた 66）
　政権が前倒しを求めた理由が必ずしも明確なものではないため、むしろ本
命は大統領選挙にあって、こちらも前倒しが行われるのではないかという観




































となった 70）。2016 年 5 月 22 日、全国 1 万 9000 か所で統一ロシア党予備選挙
が行われた。選挙では本選挙の投票所および管理人員の利用が認められた 71）。
　統一ロシア党の予備選挙候補者総数は 2949 名であり、うち 954 名は非党
員であり、現職下院議員 189 名も参加した。投票率は全有権者の 9.8% で
あった。最高投票率はモルドヴィア共和国の 14.13%、最低はアルハンゲ
リスク州で 3% 以下であった 72）。現職議員および全国的な著名人約 50 名
が予備選挙で敗北した。たとえば下院国際問題委員長のプシコフ（Aleksei 
Pushkov）は 13.89%（ペルミ地方 7 位）、青年運動「ナーシィ」幹部のコス








ところが 2016 年 4 月、PARNAS 党首カシヤノフが予備選出馬なしにトップ
の地位を得ることを求め、これをきっかけに、民主連合構想は頓挫した 75）。
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（2）比例区選挙運動
　党大会を開催し比例区名簿を提出したのは 18 政党であった。うち 14 政党
は署名集めなしの特権政党として登録された。残る 4 党はいずれも 7 月中旬
に中央選挙委員会で名簿の確認をうけ、その後 8 月 3 日までの短期間に 20
万名分の署名を提出しなければならなかった。しかし署名を正式に受け入れ
られた政党はなく、「下院選挙の歴史上はじめて有権者署名に基づく登録名
簿なし」という事態になった 76）。登録 14 政党のおよその政策志向を、外交
と経済を軸に整理すると、表 6 のようになる（番号は籤引きにより確定した
投票用紙上の順番）77）。



















　一人区候補者については、8 月 12 日に登録を完了した。政党擁立の一人
区候補者は 2059 名、自薦（samovydvizhenie）候補者は 23 名が登録（当初署
表 7　選挙への関心
出 所; Levada Center, http://www.levada.ru/2016/09/06/elektoralnye-ustanovki/ ［ 閲 覧
16/9/18］.
①選挙運動をどの程度関心を持ってフォローしているか。
2003年11月 2007年10月 2011年11月 2016年8月
非常に強い関心 14 13 13 9
ほどほどの関心 51 48 55 46
まったく関心なし 33 37 31 43
②選挙に関心があるか。
2003年11月 2007年10月 2011年11月 2016年8月
関心がある 19 21 22 13
どちらかといえばある 33 34 38 33
どちらかといえばない 30 26 26 33
関心はない 14 15 11 16
③投票に行くか。
2003年11月 2007年11月 2011年11月 2016年8月
投票に行く 36 40 31 20
どちらかといえば行く 24 29 30 28
たぶん行かないだろう 11 7 9 12
投票に行かない 15 13 11 16
④投票に行かない（たぶん行かない）理由［複数回答／主要な項目のみ引用］
2003年9月 2007年8月 2011年8月 2016年8月
自分の投票で何も変わらない 24 29 34 26
投票したい政治家がいない 26 36 23 21
どの道、統一ロシア党が勝つ 1* 8 14 20
政治にうんざりした 8 10 6 10
政治に関心がない 9 7 7 10
選挙が不正に行わている 9 9 7 8
　　　　　　　　　　　　　　　* ＝どの道、共産党が勝つ。
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名集めを申請した者は 304 名）した 80）。自薦候補者はその概念自体がなじ
みが薄く、その一部は＜競争性、正統性、公開性＞の建前を整えるために容
認されたという指摘もあった 81）。さらに興味深いことに、統一ロシア党は
一人区全 225 選挙区中 206 選挙区にしか候補を擁立しなかった。これは他の
下院議席保有 3 党との合意で議席を譲ったものであり、正義ロシア党に 7 選
挙区、自民党に 4 選挙区、共産党に 3 選挙区が譲られ（共産党はそのような
合意を否定していた）、また非議席保有政党「市民プラットフォーム」にも
1 議席割り当てられたと報じられている。かくして実質的に競争が予想され


















ジェクトの支援を受けて立候補した 18 人の候補者の一人でもあった 85）。
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（4）候補者プロフィール
　比例区と一人区を合わせて候補者数合計は 6606 名であった（9 月 13 日時
点）。うち重複立候補者数 1487 名を除くと、候補者総数は純粋には 5119 人







比例区候補者 4527 1487 33%




全候補者 29% 59% 12%
統一ロシア党 2% 65% 33%
ロシア連邦共産党 41% 48% 11%
ロシア自民党 43% 40% 16%
正義ロシア党 41% 44% 5%
ヤブロコ党 44% 40% 7%
　今回初めて選挙に出馬する候補者が全体の 80% を占めた。ただしロシア
連邦共産党では下院選挙経験者が 65% であった。候補者の平均年齢は 46 歳
で、最年少は 21 歳（法定上の最若年／ 33 名）、最高齢は 92 歳（年金者党候
補者）であった。全候補者の 84％が高学歴を有しており、政府もしくは国
庫依存施設（国有企業・教員・公立病院等）で働く人々が 33%、民間企業
で働く人々が 30%、失業者 20% であった。政府・国庫依存組織で働く候補
者の割合が高いのは統一ロシア党（71%）とロシア連邦共産党（66%）であ




　2016 年 9 月 18 日日曜日、予定どおりロシア下院（国家会議）選挙が全国













　第一に留意すべきは 47.8% という過去最低の投票率である 90）。これまで
の最低は 1993 年 12 月、多くの死者を出したモスクワ十月砲撃事件後の虚脱
感の中での選挙であった。この時でも 54.8% であり、以後前回までの平均

















表 10　2016 年 9 月 18 日下院選挙結果（議席以外はすべて％）
出所；中央選挙委員会ウェブサイト, 
http://www.vybory.izbirkom.ru/region/izbirkom?action=show&global=1&vrn=10010006
7795849&region=0&prver=0&pronetvd=0［ 閲 覧 16/9/25］；Kommersant, 20 September 
2016. 2011 年については前掲（注 16）、拙稿「プーチン大統領の再登場…」、表 6、
51 頁参照。





議席 占有率 議席 占有率 得票率
絶対　
得票率 議席 占有率
統一ロシア党 54.19 25.91 140 62 203 90 343 76 49.32 29.70 238 53 
ロシア連邦共産党 13.34 6.38 35 16 7 3 42 9 19.19 11.55 92 20 
ロシア自由民主党 13.15 6.29 34 15 5 2 39 9 11.67 7.03 56 12 
正義ロシア党 6.22 2.97 16 7 7 3 23 5 13.24 7.97 64 14 
ロシア共産主義者党 2.27 1.09 0 0 0 0 0 0
ヤブロコ党 1.99 0.95 0 0 0 0 0 0 3.43 2.07 0 0
正義のための年金者党 1.73 0.83 0 0 0 0 0 0   
ロージナ（祖国）党 1.5 0.72 0 0 1 0 1 0.2
成長の党 1.29 0.62 0 0 0 0 0 0
環境政党〈グリーン〉 0.75 0.36 0 0 0 0 0 0
人民自由党（PARNAS） 0.73 0.35 0 0 0 0 0 0
ロシア愛国者党 0.59 0.28 0 0 0 0 0 0 0.97 0.58 0 0
市民プラットフォーム 0.22 0.11 0 0 1 0 1 0.2
市民の力党 0.14 0.07 0 0 0 0 0 0
自薦候補者 1 0.4 1 0.2
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の政治・選挙への飽きが影響しているとした。実際、前節の表 7 に示されて
いるように人々の関心の低下は明白であった。また政権に近い民間の研究機














下院は統一ロシア党がその議席の 4 分の 3 を占めることとなった。表 11 に
あるように世論調査関機関の予測を大きく上回る勝利であった。




















票率は前回の約 3 割から今回 2.5 割へと低下している。端的に言えば、比例
区で統一ロシア党に投票した人の絶対数は前回より少なくなっているという
ことである。それでも圧勝できたのは、第一に一人区で驚異的な勝率（206










調査機関 レヴァダ VTsIOM FOM 比例区結果
調査期日 2016/8/31 2016/9/11 2016/9/11 2016/9/18
統一ロシア党 31 41.1 43 54.19
ロシア連邦共産党 10 7.4 8 13.34
ロシア自民党 9 12.6 11 13.15
正義ロシア党 5 6.3 5 6.22
ヤブロコ党 1 1 1 1.99












の 12.7% であるが、投票総数では全国の 21.7% を、統一ロシア党の得票総
数では 30.6% を占めていた 102）。すなわち投票動員の行われた地域での得票
が統一ロシア党圧勝を下支えしたのである。一方、投票率の低かったモスク
ワ市については、統一ロシア党 37.3%、ロシア連邦共産党 13.93%、ロシア













を義務づけた法案の提案者ルガヴォイ（Andrei Lugovoi ／ 2006 年のリトヴィ
ネンコ殺害事件で英国警察より容疑をかけられている元 KGB 機関員）─
を配置することで効率的な運動を行った。ロシア自民党の政策は、「ソ連国
























































閲覧日については、たとえば 2016 年 1 月 1 日であれば、［閲覧 16/1/1］と
記す。
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federal’  nogo sobraniya Rosssiskoi Federatsii sed’  mogo sozyva 18 sentyabrya 
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Russian Parliamentary Elections in 2016: competition and 
control in a competitive authoritarian regime
Kengo NAGATSUNA
　
This paper analyzes institutions, campaign and results of Russian parliamentary 
elections on September 19, 2016. Russia can be classiﬁed as a typical competitive 
authoritarian regime. So it is important to clarify ‘competitive’ aspects and ‘control’ 
aspects in this election process.
Russian political structure consists of three layers. On the ﬁrst layer, President 
Putin and his allies rule Russia and decide fundamental policies almost autocratically 
by controlling mass media, courts, state companies, civic organizations and other 
main institutions.
On the second layer there is room for some groups of people to advocate 
democracy, human rights, free political competition, and so on. They are, however, 
often blocked by local administrators, security officials, grassroots conservative 
activists and others on the third layer.
In 2011, after December parliamentary elections, people on the second layer 
protested against election fraud and made street movements in many big cities. Being 
alerted by this movement, the Kremlin elites on the ﬁrst layer announced some kinds 
of liberal political reform, including liberalization of party formation, lowering of 
the election threshold, and appointment of a respected human right activist as central 
election committee chief. At the same time, the Kremlin authorities tried to secure 
their victory by bringing back single member constituencies (a plurality system) with 
some aspects of gerrymandering. The 2016 parliamentary election was carried out 
under this (sometimes nominal) liberalized election institutions.
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As a result, the ruling United Russia party won two third of seats, while 
no serious protest against election fraud occurred. So the Russian competitive 
authoritarian system successfully stabilized itself. The election turnout, however, 
was extremely low (48%) and people were not so enthusiastic about the election 
result. Therefore, the Kremlin authorities might reconsider somewhat their way of 
governing before the 2018 presidential elections, although we cannot say whether 
they will strengthen control or increase liberal competition.
